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研究成果の概要（和文）：本研究は地震動により被害を受けて傾いた木造住宅について、その復

旧可能性判定のための材料を整備するためのものである。種々の補強方法と補修方法の効果に

ついて、大変形にいたる倒壊実験により確かめ、ばね特性を調べた。地震被災シミュレーショ

ンプログラムにその特性を組み込み、顕著な地震の本震と余震に対し種々の強度の住宅の倒壊

可能性について調べた。その結果、検討した 104 ケースのうち本震時に倒壊せずに余震で倒壊

したのは 1 ケースと少なかった。 

研究成果の概要（英文）：In order to investigate recoverability of timber houses after a severe 

earthquake, structural performance tests of timber frames and earthquake response 

analyses were conducted. Several types of strengthened frames and recovered frames were 

loaded until they lay down on the basement to obtain their structural characteristics, and 

based on the data the earthquake response analysis program was fixed. On the program 

various types of strengthened timber house models were attacked by several famous 

earthquakes and their aftershocks. As a result, among 104 examined cases, there was only 

one case having collapsed by aftershock, without collapsing by a main shock. 
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１．研究開始当初の背景 

地震の被災地では、地震後数度から数十度
傾いたまま、立っている木造住宅がしばしば
見受けられる（住宅ではないが写真 1 参照の
こと）。数度以上傾くと、解体されることが
多いようであるが、木材の粘り強さを考える
と、数十度傾いても、傾きをもどして使用す
ることが可能な場合が多々あると思われる。 

一方、木造建物の耐震設計上目安とされる層
間変形角（建物のある階の床に対する上の階
の傾き）は 1/120rad（0.5deg）である。また、
軸組や部材、接合部等の実験はこれまで多数
行われてきたが、そのほとんどは層間変形角
や部材角等（まとめてθで表す）にして θ
＝1/10rad（6deg）までの加力実験である。
層間変形角で考えると、倒壊の判定基準をθ
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=90deg(π/2rad)とすれば、θの取り得る範囲
は 0～90deg（負の場合は省略）とすること
ができる。つまり、建物においてθ=0.5deg

～90deg の範囲は設計上ほとんど使われてお
らず、θ=6deg～90deg の範囲は実験的に未
知の領域であると言える。従って、地震後被
害を受けた住宅にどの程度の余力があるか、
判断するのに有用なデータは、ほとんどない
といってよい。 

 復旧に関しては、被災の程度をランク付け
するための指針が提案されており、被害の程
度を表すのに調査者の評価のばらつきを抑
えるのに役立っている。しかし、そのランク
は余震あるいは大きな地震に対する安全性
とどのような関係にあるのかについては必
ずしも定量的に分かっているわけではない。 

 

２．研究の目的 

本研究はこの領域における、木造軸組の構
造性能を明らかにし、その成果を利用して、
地震により傾いた木造住宅について次のよ
うな判断を行えるようにするためのもので
ある。これを解体するか否か、余震の程度を
考慮して、一時的に使用したときの危険の度
合いを推定し、使用するかどうかといった短
期的判断。傾きをもどし、補強せず、または
補強して使用をつづけるかといった長期的
判断。 

そのほか、本研究に付随する利点として、
次のようなものが挙げられる。 

(1)設計の自由度の拡大：例えば、ある装置
（部材）が破壊しても別の装置（部材）で、
人命は保護するといったフェイルセイフに
基づく設計、使用目的によっては大変形を許
容する特異な構造物の設計、など。また、 

(2)地震被害の的確な予想：例えば、建物の
破壊を大変形領域まで追跡することにより、
それによる死者数を力学的計算に基づいて
推定することなど。特に（１）に関連しては、
伝統的構法は剛性が低くなりがちであるの
で、層間変形角 1/120rad を越えた変形にお
ける性状が評価できるようになれば設計の
可能性が大きく広がると期待できる。 

 

３．研究の方法 

 前章で述べた目的を達するためにここで
は次に示すように（1）実験と(2)計算機によ
るシミュレーションの２つを行った。 
（1）実験は写真２、３に示すように４本の
柱よりなる木造軸組を組み立てて、これを引
き倒すものである。筋かいを用いたもの、古
い仕様のもの、新しい仕様のもの、などにつ
いて実験を行った。また、傾きを 5°までか
けた後、補修または補強し、さらにそれを引
き倒して補修、補強後の性能を調べ、コンピ
ューターシミュレーションに用いるばね特
性のデータを記録した。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 写真１ 地震後傾いたまま立っている土蔵 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
写真２ 木造軸組の実験例、大きく傾いてい
る状態 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
写真３ 木造軸組の実験例、写真２の状態か
ら傾きが進んで倒壊している状態 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

写真 4 地震応答解析の参考モデルとした
青森県弘前市内の木造平屋建て住宅 



 
(2)次に古い仕様の筋かいによる木造軸組

及び軸組のみの倒壊実験の結果から復元力
(ばねとしての特性)モデルを作成し、これを
用いて青森県弘前市に実在した木造平屋建
て住宅（写真 4）を参考にモデルを作成した。 
さらに筋かいのある壁の枚数を0～12枚の

間で増減させて計13種のモデルを作成した。
これに、拡張個別要素法に基づいたプログラ
ムを用いて、平成 12 年鳥取県西部地震、平
成 13年芸予地震、平成 15年十勝沖地震、平
成 16年新潟県中越地震、平成 1 9 年能登半
島地震、平成 19 年新潟県中越沖地震、平成
20 年岩手・宮城内陸地震、平成 23 年東北地
方太平洋沖地震の8つの地震による地動加速
度を入力して層間変形角の履歴を得た（表１
参照）。 
次にその地震の余震の中で最も加速度の

大きいものを入力し、その後の建物の挙動を
調べた。結局、図 2に示すように１０４のケ
ースについて検討を行った。地動加速度はす
べて K-NET のデータを用い、観測点はその地
震で最も観測震度の大きいものを選択した。 
 

４．研究成果 
このような手法で解析を行ったところ、本

震・余震を通して倒壊を起こしたのは鳥取県
西部地震での筋かい壁 0～10 枚の 11 モデル
と、新潟県中越地震での筋かい壁 0 枚及び 2
枚の 2モデルのみだった。新潟県中越地震で
は本震後に余震も被災した事による最大層
間変形角が本震のみを被災した場合と比べ
て平均約 5.8 度大きく、同じく東北地方太平
洋沖地震では平均約1.6度大きいという結果
になったが他の6つの地震では本震と余震を
続けて被災しても最大層間変形角は本震の
み被災した場合と変わらず、余震によって傾
きが増すといったような事は少ないという
結果になった。 
本震時には倒壊せず余震時に倒壊したのは
新潟県中越地震の筋かい壁2枚のモデルのみ
で、その場合本震時の最大層間変形角は 23
度という結果となった。本震時にそれ以下の
最大層間変形角のものは余震にさらされて
（次ぺージ右段へ飛ぶ） 
 
表１ シミュレーションに使用した本震 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図１ 地震応答解析の参考モデルとした
青森県弘前市内の木造平屋建て住宅の平 
面図 

 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
図 2 地震応答解析により検討したケース 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3 解析結果の例、横軸は解析開始からの
時間、本震の後に余震を入力して双方の結果
を調べた、縦軸は建物の傾き、倒壊まで検討
するため単位が度（degree）になっている（つ
まり大きく傾いている）ことに注意されたい  



表２ 各地震によるシミュレーション結果 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

も倒壊は起こさなかった。よって本研究の範
囲では、本震による傾きが 23 度未満であれ
ば、余震によって倒壊は起きないという結果
が得られた。ただし、本研究において参考と
した住宅はかなり軽い部類に入ると思われ
る。また、検討した地震動データの数にも限
りがあるので、一般的な結論を得るには更な
る検討が必要である。 
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